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規約変更並びに役員及び会計監査人の選任に関するお知らせ 

 

 

日本ホテルファンド投資法人（以下「本投資法人」といいます。）は、本日開催の役員会にお

いて、平成 19 年 9 月 11 日に開催する予定の第 2 回投資主総会（以下「本投資主総会」といいま

す。）において、規約の変更、役員の選任及び会計監査人の選任について下記のとおり付議する

ことを決議しましたので、お知らせいたします。 

なお、下記事項は本投資主総会での承認可決をもって効力を生じます。 

 

記 

 

１．規約の変更について 

           変更の理由は以下のとおりです。なお、本項において取り上げられている規約の条項の番号につ

いては、特に断りのない限り、現行規約における条項の番号を示すものとします。 

（1）（第 3 条、第 4 条、第 6 条第 3 項、第 14 条第 1 項、同条第 2 項、第 15 条第 1 項、第 17 条第 1

項、第 19 条、第 23 条、第 32 条第 1 項柱書、第 32 条第 2 項、第 34 条第 1 項、第 38 条第 2

項第 4号） 

｢会社法｣（平成 17 年法律第 86 号、その後の改正を含みます。）が平成 18年 5 月 1日に施行さ

れ、同日付で施行された｢会社法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律｣（平成 17 年法律

第 87 号）により、「投資信託及び投資法人に関する法律」（昭和 26 年法律第 198 号、その後の改

正を含みます。以下「投信法」といいます。）等の法令が整備・改正されたことに伴い、字句の

変更等所要の変更を行うものです。 

（2）（第 9条第 1項） 

投資主総会の開催時期及び開催場所に柔軟性をもたせるための変更です。 

（3）（第 11 条第 2項） 

投資主総会における代理人の員数の制限をするものです。 

（4）（第 27 条第 5項） 

本投資法人が｢資産の流動化に関する法律｣（平成 10 年法律第 105 号、その後の改正を含みま

す。）に基づく特定目的会社が発行する優先出資証券の全部を取得した場合の課税上の特例につ

いて定める｢租税特別措置法｣（昭和 32 年法律第 26 号、その後の改正を含みます。）第 67 条の

15 第 9 項の適用期間が平成 19 年 3 月 31 日をもって終了したことに伴い、同項に定める要件を

充足するための条項が不要となったため、これを削除するものです。 

（5） (第 28 条第 1項第 2号、同条第 2項、第 29 条第 2項、第 32 条第 1項第 2号、同項第 3号、同

項第 5号、同項第 8号、同項第 9号、第 35 条第 1項、第 38 条第 2項第 3号) 

｢証券取引法等の一部を改正する法律｣（平成 18 年法律第 65 号）の施行に伴い、字句の変更等

所要の変更を行うものです。また、中長期的な観点から、着実な成長と安定した収益の確保を目

指し、運用資産の運用を行うとの本投資法人の資産運用の基本方針のため必要又は有用と認めら

れる場合において多様な資産への投資を可能とするため、変更案第28条第2項第3号のとおり、

広く「有価証券」を投資対象とするものです。 
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（6）（第 35 条第 1項） 

 ｢証券取引法等の一部を改正する法律｣（平成 18 年法律第 65 号）の施行に伴い、今後、短期

投資法人債発行が可能となるとされていることから、本投資法人の機動的な資金調達を可能とす

るため、追加するものです。 

 （7）（第 33 条、第 36 条第 1項） 

本投資法人の第 1期及び第 2期の営業期間が終了したことにより、変更を行うものです。 

（8）（第 41 条、第 42 条） 

設立の際に定めた規定のうち既に不要となった条項又は規定を削除し、規約を簡素化するもの

です。 

（9）（附則） 

変更後規約第 28 条、第 29 条、第 32 条、第 35 条及び第 38 条にかかる効力発生日を定めるも

のです。 

（10）(その他） 

上記変更以外の変更につきましては、上記の変更により規約の項数等の番号が不整合となった

部分について整理し、それに応じて項数等の番号を改めるとともに、条文の整理等を行うもので

す。 

 

  （規約変更の詳細については、別紙「第 2回投資主総会招集ご通知」をご参照ください。） 

 

 

２．役員選任について 

 本投資法人の執行役員實延道郎並びに監督役員藤原憲一及び御宿哲也は平成19年 11月 9日をもっ

て任期満了となるため、本投資主総会に、平成 19 年 11 月 10 日付で執行役員１名及び監督役員２名

を選任する旨の議案を提出いたします。 

 また、執行役員が法令に定める員数を欠くことになる場合に備え、補欠執行役員１名の選任にかか

る議案を提出いたします。 

 

 

３．会計監査人選任について 

みすず監査法人が、平成 19 年 7 月 31 日をもって本投資法人の会計監査人を辞任したことに伴い、

本投資法人は、投資信託及び投資法人に関する法律第 108 条第 3 項の規定に基づき、平成 19 年 8 月

1日に役員会決議により、新日本監査法人を一時会計監査人の職務を行うべきものとし選任し、現在

に至っております。 

 そのため、本投資主総会に会計監査人の選任にかかる議案を提出いたします。 

 

 

４．日程 

平成 19 年 8月 10 日 本投資主総会提出議案の役員会承認 

平成 19 年 8月 24 日 本投資主総会招集通知の発送（予定） 

平成 19 年 9月 11 日 本投資主総会（予定） 

 

＜添付資料＞ 

   第 2 回投資主総会招集ご通知 

 

 

＊ 本資料の配布先：兜クラブ、国土交通記者会、国土交通省建設専門紙記者会 

＊ 本投資法人のホームページアドレス：http://www.nhf-reit.co.jp 


















































